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界市場におけるシェアは 1998 年の 22％から 2007 年には 35％に成長している。また、
市場成長の見通しとして図表 2 に世界市場成長規模を 2001 年から 2018 年までを 6 年
単位で示しているが、2006 年以降の成長牽引の主役は既に先進国から発展途上国・新
興国へとバトンタッチされており、2013 年以降も同じ傾向が続く見通しである。
その一方で、日本の製造業は、従来の Product out 的な「よい製品はどこででも売
れる」という考え方から脱することができず製品のガラパゴス化が問題視されている。
図表 3に携帯端末の中国とインドにおける各社の市場シェアを示しているが、欧米勢、
韓国勢に圧倒的に敗北しており、NEC は 2006 年 11 月時点で不調を理由に中国におけ


























2004 2005 2006 20071998 1999 2000
シェア（％）市場の大きさ（兆円）
2001 2002 2003
その他中国・ASEAN4・NIEs3のシェア 欧州 中国北⽶ NIEs３ ASEAN4
4図表 2 世界の市場拡大規模
（出所）IMF World Economic Outlook Database
図表 3 新興国市場における携帯電話のメーカー別シェア
（出所）中国：CCIDCOM 社（2008 年）、インド：IDC India 社（2009 年）
図表 4 世界市場の伸びと日本の世界市場シェア

































































































ている。図表 6 に示す通り、氏は新興国市場への考え方を 5 段階に分けている。前述
のソニーのテレビの事例はまさしくレベル１であり、新興国では 2 級品でいいという
判断の下での失敗例である。




































































































































































































































































































































































































































































































































 Top マネジメント＝役員クラス、Middle マネジメント＝中間管理職クラス
 (+)は日本人が有意に優れており、(-)は現地人の方が有意に優れている
（出所）日本企業のグローバリゼーションと海外派遣者 白木三秀 [10]
中国 ASEAN インド 中国 ASEAN インド


















































規則を尊重し、適切に行動する （＋） （－） （＋）
顧客を大事にしている （－） （＋）
他部門の悪口を言わない （＋）
自分の信念に忠実である （＋） （－） （－）
人脈（社内・社外）が広い （－） （－） （－）




































































































 採用基準に TOEIC、TOEFL 等のスコアを組み入れ。
② 企業内の「グローバル人材」の育成






 昇進・昇格の基準に TOEIC、TOEFL 等のスコアを組み入れ
 経営層のグローバル経験の必須化（「国内組 vs 海外組」からの脱却）
④ 政府による率先垂範






















ログラムを日本法人でも取り入れている。それ以外には、2011 年より NPO 法人クロ
スフィールズが留職という言葉で日本での本格普及を目指している。また、JICA では





































ーターに属する。ICV の具体的な取り組みとして、IBM の Corporate Service corps
（CSC）や Pfizer の Global Health Fellows など挙げられる。特に IBM では、2008
年に派遣を開始したが、2012 年時点での実績では、2008 年以来 53 カ国 1,700 名が派






ス・モス・カンター教授は IBM の CSC について「かつては多くのことが語られるに
過ぎなかった『グローバルとは何か』ということについて、IBM は現実的で新しいア
イデアを生み出している」と評している。（図表 19、図表 20）
ICV 留職 JICA現職派遣 JICA民間連携
コーディネーター CDS(現PYXERA Global) Cross Fields JICA JICA
サービス開始時期 2006年頃 2011年 2002年以前 2012年
期間 1-12ヶ月 1-12ヶ月 24ヶ月 3-24ヶ月
派遣者 企業 企業 個人（休職） 企業














実績企業 IBM、Pfizerなど多数 日立など10社 NECなど多数 サントリー、マンダム
補填制度 なし なし あり なし
20
図表 18 ICV のモデル
（出所）筆者作成
図表 19 IBM corporate service corp.
（出所）Cross Fields ホームページ













































2006 年度には 280 名の実績であったが、2011 年には 2012 名の実績と 5 年間で約 10
倍の伸長である。（図表 21）


































































導入企業 派遣先国 派遣人数 導入年度
パナソニック株式会社 ベトナム,インドネシア 7人 2011年
テルモ株式会社 インドネシア 2人 2012年
株式会社ベネッセコーポレーション インド,インドネシア 3人 2012年
株式会社日立ハイテクノロジーズ カンボジア 1人 2012年
株式会社日立製作所 インド,ラオス,ベトナム 10人 2012年
日本電気株式会社 インド 2人 2012年
株式会社日立ソリューションズ インドネシア 2人 2013年
株式会社電通国際情報サービス(ISID） インド 1人 2013年
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 選定中 2人（予定） 2013年
日産自動車株式会社 選定中 2人（予定） 2013年














で 2012 年 7 月よりサービスが開始された。本プログラムには現職参加制度のような資
金充填制度はない。平均派遣期間は 1 年間で現職参加制度よりは短くなっている。そ
の他は、現職参加制度と同じである。
図表 30 JICA ボランティアプログラムのプロセス
（出所）JICA ホームページ
3.4.2 実施状況
「現職参加制度」は、派遣実績のある企業・団体は 1500 を上回り、図表 31 に示す
通り過去 10年間で年間平均約 100 名前後が派遣されている。「民間連携ボランティア」
は、2013 年 12 月時点で派遣完了者は 2 名で、10 名が派遣中である。
































3.5.1 Volunteerism Measuring Value (George Washington University) [6]
2012 年の文献であるが、アンケート調査による形式で ICV の効果を包括的に評価し
ている。まずは、既存の著名ビジネススクールによるリーダーシッププログラムとの
比較を行っている。比較方法は、図表 22 の通り合計 11 の目的を列挙し、それがプロ
グラムの目的と公表しているかいないか、また間接的な効果があるかという点につい















































GIFT ● ● ● × ● △ ● △ ● △ ● 7 $12,500 $893 2週+移動
Harvard ● × ● × ● × × ● × ● ● 6 $14,000 $2,800 5日+移動
MIT ● × ● × ● ● × ● × ● × 6 $2,900 $1,450 5日+移動
Northwestern ● ● △ × △ △ ● ● × × × 4 $9,500 $1,900 2日+移動
Stanford ● × ● × △ × × ● × ● ● 5 $11,500 $2,300 5日+移動
Wharton ● × ● × ● ● ● △ × ● ● 7 $7,500 $2,500 3日+移動
IMD ● × ● × △ × × ● × ● ● 5 $14,657 $2,442 6日+移動
LBS ● × ● × ● ● × ● × × × 5 $9,139 $1,827 5日+移動









































図表 24 ICV による企業と従業員へのベネフィット








































3.5.2 IBM Corporate Service corp.











図表 25 CSC による効果
（出所）Harvard Business School(2010)[13]
3.5.3 Pfizer Global Health Fellow.











































































































































● ● ● ● ●
ICVにより期待され
る効果














パナソニック デザイン開発 2013 年 10 月 17 日
カンボジア 日立ハイテク 営業 2013 年 10 月 18 日
インドネシア 医療機器 テルモ 技術 2013 年 10 月 26 日










































































































































だが、2013 年 11 月時点で既にもう一名の派遣が決まっている。
（従来のグローバル人材育成研修）





派遣期間 2013 年 1 月～3 月（2 ヶ月間）
派遣都市 インドネシア ジャカルタ

































































































新興国戦略は、2009 年の中期計画で 2012 年には 3,300 億円増で海外売上比率を 55％
という計画を掲げていたが、2013 年現在で海外売上比率は 48％を推移しており、中







































































































































































































































































































② 現地法人派遣 OJT 研修
③ サバイバル研修(ボランティア団体への派遣、NGO への派遣、留職)
4.4.3 プロジェクト概要
派遣者 2009 年株式会社日立ハイテクノロジーズ入社 営業本部


























































4.5 事例研究 4（JICA 現職参加制度：NEC）
4.5.1 会社背景と新興国戦略





























































































1998 年 NEC 入社製品企画配属、2000 年技術部門配属、2009 年研究所配
属、2012 年:流通サービス業ソリューション推進本部

























































































テルモ パナソニック ⽇⽴ NEC
備考
留職 留職 留職 JICA現職参加









































































































































































3. 留職と JICA ボランティアは期間とプログラムの特徴が異なる。
 研修としては、期間の短くより人材育成にフォーカスしたフォローアップがある
留職が活用しやすい。
 一国の専門家を育てる、最貧国を開拓するという場合には長期的な JICA のプロ
グラムと JICA のサポートが効果的である。













































































1. 「International Company」と「Multinational Company」は、日本人のグロー
バル化の育成が優先されるため、日本人の成長目的で留職や JICA ボランティア
を活用する。（個の成長）
2. 「Global Company」と「Transnational Company」は、多国籍な組織としての
成長が求められるため、IBM の CSC(ICV)のような多国籍社員の複数名参加型
研修を活用する。（組織の成長）

































②Global Company ④Transnational Company
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